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旭市の基本データの現状分析１

旭市は、千葉県の北東部に位置し、成田国際空港から25km圏、東京都心から80km圏にあります。
面積は130.45 ㎢で、南部は美しい弓状の九十九里浜に面し、北部には干潟八万石と呼ばれる房総半
島屈指の穀倉地帯となだらかな丘陵地帯である北総台地（標高20～50 ｍ）が広がっています。
一年の平均気温は15℃前後と温暖で、冬は暖かく夏は涼しい恵まれた環境にあります。このため、
農産物の生産が盛んで、首都圏における食料供給基地として大きな役割を担っています。また、九十九
里浜は、首都圏における一大リゾート地帯であり、毎年多くの観光客が訪れています。
今後は、銚子連絡道路の整備等により、都心からのアクセスが改善されることによって、農水産業、
商工業、観光業等の発展が一層期待されます。

（１）旭市の自然と地理

◆ 旭市の位置
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本市の基幹産業である農業は、全国トップクラスの農業産出額を誇り、主要農産物の米、野菜、畜
産の産出額は、県内でも上位にあります。
経営耕地面積、販売農家数は減少傾向にあり、平成 27年の販売農家数は 2,185戸、経営耕地面
積は4,790haとなっています。

（２）農業

◆ 主要農産物の上位項目

順位
農業産出額 米 野  菜 畜  産
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◆ 販売農家数及び経営耕地面積

資料：農林業センサス・H29 市町村別農業産出額（推計）

資料：わがマチ・わがムラ　市町村の姿（2017）
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本市の水産業は、暖流と寒流が交わる日本でも有数の好漁場があり、海面漁獲物等販売額では、
25 億 5,900万円となっています。
一方で、担い手の高齢化、後継者不足等、漁業経営環境は厳しさを増しており、平成 25 年の経営
体数は、32 経営体と減少傾向にあります。
なお、平成 25 年の経営体あたり漁獲物等販売金額は7,997 万円と、県及び県内周辺地域、全国
よりも高くなっています。

（３）水産業
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◆ 海面漁獲物等販売額と経営体数

資料：漁業センサス
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◆ 経営体当たり漁獲物等販売金額の地域間比較（平成 25年）

資料：漁業センサス
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事業所数は平成21年以降、各年で増減がみられますが、全体としては減少傾向となっています。また、
従業者数は、平成 25 年以降横ばいで推移していましたが、平成 29 年には 3,262人と平成 24 年時
点と同程度まで減少しています。
一方で製造品出荷額等は、平成 25 年以降、1,000 億円を超える水準で推移しています。
また、製造業について産業中分類別にみると、特に食料品製造業の製造品出荷額等 554.3 億円と
特に高いほか、特化係数についても1.0を大きく上回り、本市製造業において主要な産業であること
がわかります。

（４）工業
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◆ 工業の推移

資料：工業統計調査、経済センサス
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◆ 産業中分類別製造品出荷額等と特化係数（平成 29 年）

資料：工業統計調査、経済センサス
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なお、平成 29 年の本市の1事業所当たりの製造品出荷額等は9.2 億円であり、香取市、匝瑳市を
やや上回っていますが、千葉県及び成田市に対しては大きく下回っています。
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◆ 製造業１事業所当たり製造品出荷額等の地域間比較（平成 29 年）

資料：工業統計調査
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◆ 小売業の推移

資料：商業統計、経済センサス

小売業の推移をみると、東日本大震災後の平成 24 年には事業所数、従業者数、年間商品販売額
ともに減少するなど、地域の商業力に低下がみられましたが、平成 28 年には従業者数 3,661人、年
間販売額 728 億 3,600万円と徐々に回復してきています。

（５）商業
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また、小売業について産業中分類別にみると、機械器具・その他の小売業が 386 億 7,200万円、
飲食料品小売業が 238 億 4,400万円となっており、本市において販売額規模の特に大きい産業となっ
ており、特化係数においても1.0を上回ることから、特徴的な産業であるとみられます。
なお、平成 28 年における本市の小売業1事業所当たりの年間販売額は1億 2,390万円であり、
県及び県内周辺地域との比較では、銚子市、香取市、匝瑳市をやや上回っていますが、千葉県及び成
田市よりも大きく下回っています。
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◆ 産業中分類別年間商品販売額と特化係数（平成 28 年）

資料：経済センサス
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資料：経済センサス
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観光入込客数の推移をみると、東日本大震災が発生した平成 23 年に減少していますが、平成 27
年に道の駅「季楽里あさひ」のオープン等もあり、平成 28 年以降は200万人を超えています。
宿泊客数は、東日本大震災以降、回復基調でしたが、平成 27年から減少に転じています。平成
29 年の観光入込客数は214.9万人に対し、宿泊客数は108.4 千人ということからも、本市の観光客は、
日帰り型の観光が多いことがうかがえます。
また、休日の県外居住者の滞在状況を地域別構成割合からみると、茨城県が最も多く、県外居住者
の半数近くを占めています。

（6）観光
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◆ 観光入込客数の推移

資料：千葉県観光入込調査
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0.5% 0.4% 0.9%

1位　茨城県(1,068人)

滞在人口合計：56,557人
（うち県外居住者：2,284人
　　　　県外割合：4.04%）

2位　東京都(570人)
3位　神奈川県(261人)
4位　埼玉県(229人)
5位　宮城県(35人)
6位　愛知県(33人)
7位　栃木県(30人)
8位　熊本県(16人)
9位　三重県(12人)
10位　新潟県(10人)
その他　(20人）

◆ 県外居住者の地域別構成割合
　（(日本人 )休日14 時に旭市に滞在した人口の居住都道府県別割合）

資料：株式会社ＮＴＴドコモ・株式会社ドコモ・インサイトマーケティング「モバイル空間統計 ®」
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平成 29 年の観光地点等分類別入込客数を海匝地域内で比較すると、観光地点では、道の駅季楽
里あさひをはじめとするその他地点の入込客が特に多いほか、行祭事・イベントでは、いいおかYOU・
遊フェスティバル、旭市七夕市民まつりでの集客が特に多くなっています。
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◆ 観光地点等分類別入込客数（延べ人数 平成 29 年）

資料：千葉県観光入込調査

◆ 主な観光地点等への入込客数（延べ人数 平成 29 年）

資料：千葉県観光入込調査

観光地点、行祭事・イベント名 中分類 小分類 入込客数

旭
市

道の駅季楽里あさひ その他 道の駅、パーキングエリア等 104
飯岡刑部岬展望館～光と風～ 自然 海岸 32
いいおか YOU・遊フェスティバル 行祭事・イベント 花火大会 15
いいおかみなと公園 スポーツ・レクリエーション 公園 14
旭市七夕市民まつり 行祭事・イベント 行・祭事 13

銚
子
市

満願寺 歴史・文化 神社・仏閣 63
ウオッセ 21 都市型観光 その他都市型観光 43
銚子電気鉄道株式会社 自然 その他自然 28
犬吠埼温泉（5 ヶ所） 温泉・健康 温泉地 16
銚子セレクト市場 都市型観光 その他都市型観光 13

匝
瑳
市

ふれあいパーク八日市場 都市型観光 その他都市型観光 80
そうさ観光物産センター 匝りの里 都市型観光 その他都市型観光 8
八重垣神社祇園祭 行祭事・イベント 行・祭事 5
松山ゴルフクラブ スポーツ・レクリエーション スポーツ・レクリエーション施設 2
飯高寺 歴史・文化 神社・仏閣 1

（単位：万人地点）
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本市には、全国でも有数の規模を誇る旭中央病院をはじめとした医療施設があり、人口10万人当
たりの医師数・一般病床数をみても県や全国を大きく上回っています。
旭中央病院の市町村別「外来患者」及び「入院患者」の割合は、旭市内の住民が利用する割合は約
3割で、残りの7割は他市町村からの利用となっています。

（７）医療
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◆ 人口10万人当たりの医師数（平成 28 年）・一般病床数（平成 29 年）の地域間比較

資料：医療施設静態調査、医師・歯科医師・薬剤師調査、衛生行政報告例、患者調査（厚生労働省）

資料：総合病院国保旭中央病院年報
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香取市
37,554件
10.7%東庄町

13,845件
4.0%

多古町
7,384件
2.1%

横芝光町
17,530件
5.0%
神崎町
415件
0.1%

山武市
13,550件
3.9%

神栖市
34,048件
9.7%

その他
27,989件
8.0%

市町村別入院件数
（全件数計：24,921 件）

旭市
6,382件
25.6%

銚子市
4,330件
17.4%

匝瑳市
2,587件
10.4%

香取市
2,723件
10.9%東庄町

1,019件
4.1%

多古町
527件
2.1%

横芝光町
1,456件
5.8%

山武市
1,076件
4.3%

神栖市
2,664件
10.7%

その他
2,157件
8.7%

◆ 旭中央病院の市町村別外来患者と入院件数（平成 29 年度）
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介護保険の認定状況は、平成 30 年に要介護1の比較的軽度の要介護者が増加しましたが、要介護
2の要介護者は減少し、要介護 3・4・5の要介護者については、平成 27年以降、ほぼ横ばいで推移
しています。
また、平成 30 年 4月時点における人口千人当たりの本市の受給者数は43.5人であり、県及び県内
周辺地域と比較では、香取市と同程度、匝瑳市をやや下回っていますが、千葉県及び成田市よりも大
きく上回っています。

（８）高齢者福祉

（人）

H26
（2014）

200

300

400

500

600

700

800

H27
（2015）

H28
（2016）

H29
（2017）

H30
（2018）

要介護1 要介護4要介護2 要介護5要介護3

要介護1
711

要介護2
500

要介護3
462
要介護4
460
要介護5
338

要介護１：日常生活のうち、歩行等の部分的な介護が必要な状態
要介護２：日常生活のうち、歩行・排泄・食事等の部分的な介護が必要な状態
要介護３：ほぼ全面的な介護が必要となる状態
要介護４：介護なしには日常生活を営むことが困難となる状態
要介護５：介護なしには日常生活を営むことがほぼ不可能な状態

資料：旭市高齢者福祉課

◆ 介護保険認定状況の推移

43.0

53.3

43.5

35.3

（
介
護
サ
ー
ビ
ス
受
給
者
数
（
人
口
千
人
当
た
り
）
）

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

成田市匝瑳市香取市銚子市旭市千葉県

26.6

47.9

資料：介護保険事業状況報告 月報（暫定版 平成 30 年 4 月）

◆ 人口千人当たりの介護サービス受給者数の地域間比較（平成 30 年 4月）



210 資料編

保育入所児童数は、少子化の状況にあっても、共働き世代が増えており、保育所の需要はほぼ横ば
い状態となっています。
幼稚園入園児童数は、専業主婦の子どもの利用が主体となっていますが、共働きの子育て世代が増
える中で横ばいで推移しています。

（９）就学前児童数

0

500

1,000

1,500

2,000
（人）

H26
（2014）

53
200

264

391

415

384

189

294

348

401

411

1,707

44 55 45 67
H27

（2015）
H28

（2016）
H29

（2017）
H30

（2018）

０歳児

１歳児

２歳児

３歳児

４歳児

５歳児

1,687

214

258

381

370

404

222

298

327

388

378

216

302

364

327

394

1,682 1,658 1,670

◆ 保育入所児童数の推移

資料：統計あさひ（各年 4 月 1日現在）

0

200

400

600
（人）

H26
（2014）

H27
（2015）

H28
（2016）

H29
（2017）

H30
（2018）

３歳児

４歳児

５歳児

146

148

152

446

124

148

151

423

157

122

151

430

151

158

125

434

141

154

155

450

◆ 幼稚園入園児童数の推移

資料：統計あさひ（各年 5 月 1日現在）



211旭市総合戦略

序
　
論

第1編

総
合
戦
略

第3編

人
口
ビ
ジ
ョ
ン

第2編

行
政
改
革

ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン

第4編

国
土
強
靱
化

第5編

資
料
編

本市には、小学校15 校、中学校 5校、高等学校 2 校がありますが、少子化の影響により、小学生、
中学生、高校生ともに減少傾向で推移しています。
一方、放課後児童クラブの利用状況は、共働きの子育て世代が増えていることから、年 、々利用人
数が増加しています。

（10）学校の状況

（人）

小学校児童数 中学校生徒数 高等学校生徒数

0

1,000

2,000

3,000

4,000

H21
（2009）

H22
（2010）

H23
（2011）

H24
（2012）

H25
（2013）

3,1893,2713,3153,3683,4753,5503,617
3,6613,7213,805

1,6761,7031,787

908934964

1,8051,8431,823

9991,0431,032

1,9051,9121,9741,980

1,0421,0351,0351,024

H26
（2014）

H27
（2015）

H28
（2016）

H29
（2017）

H30
（2018）

◆ 小学校児童数、中学校・高等学校生徒数の推移

資料：学校基本調査（各年 5 月 1日）

（人）

H24
（2012）

H25
（2013）

H26
（2014）

H27
（2015）

H28
（2016）

H29
（2017）

H30
（2018）

182.2 193.2 237.4 182.9
244.0 257.3 227.3

234.3
234.0

119.7

158.3

172.9

219.9

125.9

175.9

131.5

176.3

98.3

149.2

128.3

48.6 36.4

42.3 65.4
60.8
36.4 56.3

688.0681.1
620.3612.0

528.0523.2 190.8

731.3
4.9

44.8 29.08.88.6
6.8
19.3

6.0

5.1
18.9

18.8
1.3
13.7

12.0

６年生

５年生

４年生

３年生

２年生

１年生

◆ 放課後児童クラブの利用状況（月平均利用人数）

資料：旭市学校教育課
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男性の未婚率は、30〜34 歳で49.7%、40〜44 歳で 32.5%となっており、平成 22 年と平成
27年を比較すると、未婚率は上昇しています。
女性においても、30〜34 歳で30.8%、35〜39 歳で22.0%となっており、平成 22年と平成 27
年との比較でも未婚率は上昇していることから、男女ともに晩婚化が進んでいるとみられます。

（11）未婚の状況

100.0

80.0

60.0

40.0

20.0

0.0

（％）

20～24 歳 25～29 歳 30～34 歳

H22 （2010）

89.3 92.0

67.7 70.3

44.9
49.7

36.1

H27 （2015）

35～39 歳 40～44 歳 45～49 歳

36.3
30.8 32.5

25.1
28.9

◆ 未婚率の推移（男性）

資料：国勢調査

100.0

80.0

60.0

40.0

20.0

0.0

（％）

H22 （2010）

83.2 86.0

51.9 53.7

30.0 30.8

18.9

H27 （2015）

22.0

12.5
16.2

8.9
11.5

20～24 歳 25～29 歳 30～34 歳 35～39 歳 40～44 歳 45～49 歳

◆ 未婚率の推移（女性）

資料：国勢調査
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将来（財政）フレーム２

本市では、合併以降、国や県からの各種財政支援を活用し、健全な財政運営に努めてきました。
まもなく合併から15 年を迎え、歳入総額に占める割合の最も高い地方交付税の合併による国の財
政支援が令和2年度で終了することなどから、今後は、政策的に自由に使うことができる一般財源の
減少は避けられません。
一方、歳出面については、社会保障関係経費や老朽化した公共施設等の維持・更新経費などの財政
負担は今後確実に増加していくものと見込まれます。
そのため、今後の財政運営にあたっては、社会経済情勢や行政改革アクションプランなどを踏まえ、
実効性のある徹底した行財政改革を進めることで、歳入の安定的な確保を図りつつ、適正な予算規模
となるよう歳出総額の削減に努めていく必要があります。

（１）財政

総合戦略計画期間（令和2年度～令和 6年度）の5か年の財政フレームについては、決算額をベー
スに推計しており、社人研推計準拠（パターン1）の場合、歳入総額1,445 億円、歳出総額1,445 億
円と見込んでいます。

（２）財政推計

◆ 財政推計

市税
371億円
26%

補助費等
262億円
18%

物件費
147億円
10%

公債費
159億円
11%

扶助費
282億円
20%

人件費
297億円
21%

投資的経費
148億円
10%

その他
32億円
2%

繰出金
118億円
8%

歳入
1,445億円

歳出
1,445億円地方譲与税等

100億円
7%

地方交付税
472億円
33%

国・県支出金
240億円
17%

地方債
124億円
8%

その他
138億円
9%

資料：旭市財政課
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市民アンケート調査結果３

（１）調査概要

（２）旭市の暮らしについて

項　目 内　容

調査対象

① �市内にお住まいの平成11年（1999年）4月1日以前に生まれた市民の中か
ら、3,000人を無作為抽出

② �市内の平成13年（2001年）4月2日～平成16年（2004年）4月1日までの間に生ま
れた市民の中から、1,000名を無作為抽出

③ 転入・転出届の提出者

調査方法 ①② 郵送による発送・回収（無記名）
③ 市窓口にて配布、その場で記入・回収（無記名）

調査期間 ①② 令和元年（2019年）7月1日～7月16日
③ 令和元年（2019年）6月24日～7月19日

回収状況
① 配布数：3,000人　有効回答数：1,143人　回答率：38.1％
② 配布数：1,000人　有効回答数：310人　回答率：31.0％
③ 転入：31人　　転出：37人

非常に住みよい まあまあ住みよい やや住みにくい
非常に住みにくい どちらともいえない わからない
無回答

今回（R1）調査
（n＝1,143）

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

前回（H27）調査
（n＝991）

1.91.3

8.0

3.5

10.764.510.1

4.3

1.5

11.43.19.459.810.5

◎ 旭市の住みやすさについて（市民対象）

問　総合的にみて、旭市は住みよいまちだと思いますか。

○ �旭市の住みやすさについては、「非常に住みよい」が 10.5％、「まあまあ住みよい」が 59.8％
となっており、全体の 70.3％が住みよいまちであると感じていると答えています。

○ �前回調査（H27）と比較すると、旭市が“住みやすい”（「非常に住みよい」+「まあまあ住みよい」）
の割合は 4.3 ポイント、旭市が“住みにくい”（「非常に住みにくい」+「まあまあ住みにくい」）
の割合は 1.7 ポイント減少しています。

※ 回答数（ｎ）について：構成比算出の母数、つまり、当該設問の回答者数を示しています。
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※ 前回調査との差：
　�“住みやすい”と回答した割合（「非常に住

みやすい」、「まあまあ住みやすい」の合計）
の前回調査との差

項目名 今回結果…
(令和元年)

前回結果…
(平成27年) （差）

“住みやすい” 70.3 74.6 -4.3
“住みにくい” 12.5 14.2 -1.7

※ 前回調査との差：
　�“住み続けたい”と回答した割合（「ずっと

住み続けたい」、「当分は住み続けたい」の
合計）の前回調査との差

項目名 今回結果
（令和元年）

前回結果
（平成27年） （差）

“住み続けたい” 77.6 78.4 -0.8
“転居したい” 9.5 6.5 +3.0

4.58.47.8

1.7

28.249.4

 ずっと住み続けたい  当分は住み続けたい  市内で転居したい
 市外へ転出したい  わからない  無回答

今回（R1）調査
（n＝1,143）

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

前回（H27）調査
（n＝991）

2.3

12.74.1

2.4

30.547.9

◎ 定住意向について（市民対象）

問　これからもずっと旭市に住み続けたいと思いますか。
　　住み続けたい、転出したい理由についてもあわせてお聞かせください。

○ ��定住意向については、「ずっと住み続けたい」が 49.4％と最も多くなっています。次いで「当
分は住み続けたい」が 28.2％、「市外へ転出したい」が 7.8％となっています。

○ �前回調査（H27）と比較すると、旭市に「住み続けたい」（「ずっと住み続けたい」+「当分は
住み続けたい」）の割合は 0.8 ポイント減少し「市外へ転出したい」の割合は 3.7 ポイント増
加しています。

○ �旭市に“住み続けたい”理由については、「自然環境に恵まれている」（45.8％）、「両親や親戚
が市内に住んでいる」（35.1％）といった自然環境や地縁に関する理由が上位に挙がっています。

○ �旭市から“転出したい”理由については、「交通の便が悪い、通勤・通学に不便」（62.9％）、「買
い物や生活に不便」（40.4％）、「行政サービスがよくない」（39.3％）といった利便性に関する
理由が上位に挙がっています。

住み続けたい・転居したい理由について（上位 3位）

住み続けたい理由（n=887）

第1位 自然環境に恵まれている（45.8％）

第2位 両親や親戚が市内に住んでいる
（35.1％）

第3位 買い物や生活に便利・特に転居したい
ところがない（31.9％）

転居したい理由（n=89）

第1位 交通の便が悪い、通勤・通学に不便
（62.9％）

第2位 買い物や生活に不便（40.4％）

第3位 行政サービスがよくない（39.3％）
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0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

収入・家計に関すること

自分の健康に関すること

介護や医療に関すること

家族の健康に関すること

子育てや子どもの将来に関すること

日常の買い物や移動手段に関すること

災害に関すること

家族や配偶者に先立たれた後のこと

住まいに関すること

就職に関すること

その他

特にない

無回答 3.4

3.0

1.0

6.6

8.8

16.9

18.7

21.3

21.5

32.1

39.5

42.5

45.1

◎ 将来の暮らしに感じる不安や悩み（市民対象）

問　あなたは、将来の暮らしについて、どのようなことに悩みや不安を感じますか。

○ �将来の暮らしに感じる不安や悩みについては、「収入・家計に関すること」（45.1％）が最も多く、
次いで「自分の健康に関すること」（42.5％）、「介護や医療に関すること」（39.5％）が上位に
挙がっています。
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（３）旭市の取組について

19安全・安心な水の供給 54.5 27.8
30.0

22.8
15.6

27.7
34.1

20.0
24.8
25.6
24.4

30.2
32.2

20.2
29.4

20.6
34.5

29.0
21.2

35.8
23.7

35.3
55.0

27.8
24.2
25.0
30.0

36.0
59.0

42.1
26.3
27.6
27.8

46.0
24.6

24.4

0.0％ 20.0％ 40.0％ 60.0％ 0.0％ 20.0％ 40.0％ 60.0％

53.8
53.6
53.3

46.4
45.9
45.5
45.3

41.6
41.4
40.5
39.1
38.9
36.4
35.3
34.4
32.6
32.4
32.0
31.6
30.6
29.2
27.9
26.8
26.0
24.4
23.7
23.4
23.4
22.6
22.4

18.6
16.4
14.2
12.3

9医療の充実
5保健の充実

30消防力の強化
28震災からの復興と防災力の強化

20公園の充実
6スポーツの振興

25広報・広聴・情報公開の充実
7子育て支援の充実
11学校教育の充実

31交通安全対策の強化
21良好な生活環境の形成

1農水産業の振興
8地域福祉の充実

13芸術文化の振興・伝統文化の保存
23良質な環境の保全

16定住の促進
12生涯学習の充実
29防犯対策の充実

14青少年の健全育成
27高齢者福祉の充実

13安全で快適な道路の整備
17交流の促進

10障害者福祉の充実
15互いに認め合う社会の形成

32消費者の保護
26地域包括ケアシステムの構築

2商工業の振興
22公共交通網の整備

3観光の振興
24協働の促進

33行政経営の推進
34自立のための財政の推進

4雇用の確保
35資産マネジメント体制の確立

［満足度］ ［不満度］

◎ 施策に対する満足度について（市民対象）

問　これまで進めてきたまちづくりの「満足度」をお答えください。

○ �これまで進めてきたまちづくりに対して、満足度 ※の高い施策では、「安全・安心な水の供給」
（54.5％）が最も多く、次いで「医療の充実」（53.8％）、「保健の充実」（53.6％）が上位に挙がっ
ています。

○ �不満度 ※の高い施策としては、「公共交通網の整備」（59.0％）が最も多く、次いで「安全で快
適な道路の整備」（55.0％）、「雇用の確保」（46.0％）が上位に挙がっています。

※ 満足度・不満度：満足度は「満足」、「やや満足」と回答した割合、不満度は「不満」、「やや不満」と回答した割合。
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市道の整備

0.0％ 10.0％ 20.0％ 30.0％ 40.0％
40.0

33.5
33.9

33.8

32.3
32.2
33.9

31.1

31.1

30.4
24.3

28.3
27.1

22.6
25.8

24.5

35.1

22.7

23.9

30.0

50.0％

地域間連絡道路の整備

コミュニティバス等の運行
次世代の育成・支援

職員数の適正化・職員の能力向上

旭中央病院の充実

不法投棄の監視体制の強化

企業誘致の推進

防犯体制の充実

排水路の整備

介護予防の推進

農業後継者の育成

シティセールスの推進

障害者の支援

ごみの減量化・資源化の推進

行政組織の効率化な運営

健康づくりの推進

バリアフリーの推進

生活排水処理施設の整備

交流イベントの充実・観光客の誘致

観光・交流拠点の整備

情報公開の推進

公園の整備

公共施設の再編

旭中央病院へのアクセス道路の整備

小・中学校の再編

商業後継者の育成

上水道の整備

農業基盤の整備

ボランティア・NPOへの支援

図書館の整備

保育所の再編

畜産環境の整備

交流施設の整備

生涯学習センターの整備

その他

今回（R1）調査
（n=1.143）

前回（H27）調査
（n=991）

無回答

20.5
22.0

20.3
20.2
20.1

18.1
19.5
19.1
18.0
18.4
19.3

15.8
16.5
15.7

13.9
15.6
18.1

15.5

15.5
14.5
15.2

11.5
15.1
15.1
14.3

14.0
12.7
12.9

12.5

11.8
11.6
10.9
10.9

8.9

8.9

7.5
9.6
8.5
8.2

7.9
9.8

7.3
3.3
6.5
7.0

5.0
4.3

2.1
1.9

13.2

17.4

◎ 優先すべき施策について（市民対象）

問　優先的に実施してほしいと思うことは何ですか。

○ �市に優先的に実施してほしい取り組みについては、「市道の整備」（40.0％）が最も多く、次い
で「地域間連絡道路の整備」（33.9％）、「コミュニティバス等の運行」（33.8％）が上位に挙がっ
ています。
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◎ 期待する個別施策について

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

3.6

1.2

10.3

17.0

18.2

27.4

33.4

34.9

45.2

48.5医療･福祉･健康関係の産業振興

農業の振興

新たな企業の誘致

地元素材を活用した特産品の開発

観光の振興

商業の振興

水産業の振興

工業の振興

その他

無回答

① 産業振興（市民対象）

問　「産業の振興」について、特にどの分野に力を入れるべきとお考えですか。

○ �産業の振興について力を入れるべき分野については、「医療 ･ 福祉 ･ 健康関係の産業振興」
（48.5％）が最も多く、次いで「農業の振興」（45.2％）、「新たな企業の誘致」（34.9％）が上
位に挙がっています。

公共交通など移動手段の充実

寝たきり、ひとり暮らし世帯などへの在宅サービスの充実

高齢者の働く場や情報の提供

老人ホームなど介護施設の整備

身近な医療機関の整備

ホームヘルパー等のスタッフの養成・増員

高齢者同士の交流の場・機会の充実

道路・公共施設でのバリアフリーの推進

健康づくりや健診など保健対策の充実

レクリエーションの場や学習・趣味活動の場の提供

緊急通報システムの充実

幼児や青少年とのふれあいの場の充実

ボランティア活動の推進と養成

その他

無回答

48.7

35.3

30.5

27.5

21.2

2.5

0.7

5.0

6.2

9.4

12.8

14.5

16.4

17.3

19.8

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

②　高齢者の福祉対策、生きがい対策（市民対象）

問　「高齢者の福祉対策」、「生きがい対策」として、今後どのようなことに力を入れる
　　べきだと思いますか。

○ �高齢者の福祉対策、生きがい対策として力を入れるべきことについては、「公共交通など移動
手段の充実」（48.7％）が最も多く、次いで「寝たきり、ひとり暮らし世帯などへの在宅サー
ビスの充実」（35.3％）、「高齢者の働く場や情報の提供」（30.5％）が上位に挙がっています。
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③ 少子化対策、地域の子育て支援（市民対象）

問　�「少子化対策」、「地域の子育て支援」として、今後どのようなことに力を入れるべき
だと思いますか。

経済的負担の軽減

急な病気にも対応できるような小児医療サービスの充実

乳幼児保育の充実

地域の交通安全や防犯対策の強化

子どもがのびのびと遊べる施設の整備

出産や育児について気軽に相談できる環境づくり

学童保育の充実

地域全体で子育てを行う環境・体制づくり

その他

無回答 5.2

1.6

20.6

21.9

23.5

24.2

24.6

33.9

44.9

55.1

 0.0%  20.0%  40.0%  60.0%

○ �少子化対策、地域の子育て支援として力を入れるべきことについては、「経済的負担の軽減」
（55.1％）が最も多く、次いで「急な病気にも対応できるような小児医療サービスの充実」
（44.9％）、「乳幼児保育の充実 (延長保育・休日保育・一時保育など )」（33.9％）が上位に挙がっ
ています。

雇用の拡大

医療・福祉の充実

買い物など日常生活の利便性向上

子育て支援

産業の振興

ワークライフバランスの充実

移住・定住の促進

教育環境の充実

街並みなど住環境の整備

地域資源の活用

その他

無回答 3.6

1.8

5.3

12.9

12.9

16.7

22.4

25.5

38.1

39.2

39.8

51.2

 0.0%  20.0%  40.0%  60.0%

◎ 人口増加・定住促進対策について（市民対象）

問　�「人口を増やす」ため、また「人口の流出を防ぐ（定住促進）」ために必要だと思う
ことは何ですか。

○ �人口増加・定住促進のために必要なことについては、「雇用の拡大」（51.2％）が最も多く、次
いで「医療・福祉の充実」（39.8％）、「買い物など日常生活の利便性向上」（39.2％）が上位に
挙がっています。
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子育てにかかる経済的負担の軽減

仕事と家庭生活の両立支援

出会いの場の提供等の結婚支援

若者の就業への支援

子育てにかかる精神的、肉体的負担の軽減

大学教育費用の負担軽減

社会全体で若者の自立や子育てを支援する意識づくり

結婚の意義やメリットについての啓発

その他

無回答 5.9

2.8

13.1

21.4

22.7

23.5

25.2

30.5
44.9

50.5

 0.0%  20.0%  40.0%  60.0%

◎ 結婚（晩婚化・未婚化対策）について（市民対象）

問　�「晩婚化・未婚化」が進むのを「抑制」するために、今後どのようなことに力を入れ
るべきだと思いますか。

○ �晩婚化・未婚化の抑制のために力を入れるべきことについては、「子育てにかかる経済的負担
の軽減」（50.5％）が最も多く、次いで「仕事と家庭生活の両立支援」（44.9％）、「出会いの場
の提供等の結婚支援」（30.5％）が上位に挙がっています。

（４）雇用促進対策について

 0.0%  20.0%  40.0%  60.0%

賃金等の労働条件改善
魅力ある雇用の場の創出

女性の再就職支援
就職に有利な資格の取得支援
求人を拡大する企業への補助

就職情報の提供
職業相談体制の充実

就労体験、インターンシップの充実
子ども向け職業体験や職業観の醸成

就職活動に関する講座やセミナーの開催
職業訓練機会の充実

合同説明会の開催
その他
無回答 4.9

1.6
3.9

6.1
6.2

9.4
11.1

13.3
21.4
21.6

25.8
28.5

42.4
48.7

◎ 雇用促進のため必要なこと（市民対象）

問　「雇用促進」のために必要だと思うことは何ですか。

○ �雇用促進のため必要なことについては、「賃金等の労働条件改善」（48.7％）が最も多く、次い
で「魅力ある雇用の場の創出」（42.4％）、「女性の再就職支援」（28.5％）が上位に挙がってい
ます。
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10.0%0.0%  30.0%  40.0% 20.0%

旭市内

東京都

千葉市

成田市

東京都・茨城県以外の関東圏

その他

茨城県

匝瑳市

銚子市

香取市

旭市から通える地域であれば、どこでもよい

就職できれば、どこでもよい

無回答 7.7

9.7

12.9

0.0

0.0

0.3

0.6

3.5

4.2

4.5

10.6

19.4

26.5

◎ 就職希望地域（第 1希望：若者世代対象）

問　就職を希望する「地域」はどこですか。また、第1希望の地域を選んだ理由は何ですか。

○ �就職を希望する地域について、第 1希望では「旭市内」（26.5％）が最も多く、次いで「東京都」
（19.4％）、「千葉市」（10.6％）が上位に挙がっています。
○ �第 1 希望の地域を選択した理由については、「生活をする上で利便性 ( 公共交通機関、買い物
など )が高いから」（38.8％）が最も多く、次いで「その地域に希望する就職先の企業があるから」
（27.3％）、「実家から就職先の企業・職場に通勤できるから」（23.4％）が上位に挙がっています。

第1希望の地域を選択した理由（n=286）

第1位 生活をする上で利便性(公共交通機関、買い物など)が高いから（38.8％）

第2位 その地域に希望する就職先の企業があるから（27.3％）

第3位 実家から就職先の企業・職場に通勤できるから（23.4％）
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 20.0%0.0%  60.0% 40.0%  80.0%

若者にとってやりがいのある仕事の創出

賃金・給与などの待遇改善

職場での福利厚生の充実

新たな企業の誘致

若者の雇用に対する事業者への支援

研修など技術習得の支援

市内の雇用情報発信の充実

インターンシップの導入・充実

中小企業等の事業拡大への支援

その他

無回答 2.3

1.6

8.1

8.4

9.0

16.8

21.6

22.6

26.1

52.3

60.0

◎ 若者世代が旭市で働くために必要なもの（若者世代対象）

問　若い世代が旭市で働くために必要なものは何だと思いますか。

○ �若い世代が旭市で働くために必要だと思うことについては、「若者にとってやりがいのある仕
事の創出」（60.0％）と最も多く、次いで「賃金・給与などの待遇改善」（52.3％）、「職場での
福利厚生の充実」（26.1％）が上位に挙がっています。

◎ 旭市の就労・雇用の充実を図るために、市が行う必要があると感じる支援
　（若者世代対象）

問　�旭市の就労・雇用の充実を図るために、市が行う必要があると感じる支援はどのよ
うなことですか。

 20.0% 0.0%  60.0% 40.0%

企業情報などの情報発信

資格取得に関する支援

企業などと連携した職業体験

就労に関する相談窓口

起業支援

職場環境向上のための企業向け広報

その他

無回答 3.2

13.2

24.8

29.0

32.3

49.4

49.4

1.6

○ �就労・雇用の充実を図るために必要な支援については、「企業情報などの情報発信」、「資格取
得に関する支援」（ともに 49.4％）が最も多く、次いで「企業などと連携した職業体験」（32.3％）、
「就労に関する相談窓口」（29.0％）が上位に挙がっています。



224 資料編

（５）転入・転出について

20.0%0.0%  60.0%  80.0% 40.0%  100.0%

仕事の関係 ( 就職・転職・転勤・退職など )

結婚・離婚のため

親や子ども、その他親族との同居・近居のため

住宅の関係 ( 家の新築・借家の借り換えなど )

学校の関係 ( 進学・通学・転校など )

その他

無回答 0.0

6.5

0.0

6.5

12.9

22.6

51.6

0.0

5.4

0.0

2.7

13.5

18.9

59.5

転入者　（n=31）

転出者　（n=37）

◎ 転入・転出理由（転入・転出者対象）

問　旭市に転入・転出される理由は何ですか。

○ �旭市に転入・転出される理由については、いずれも「仕事の関係 (就職・転職・転勤・退職など )」、
「結婚・離婚のため」、「親や子ども、その他親族との同居・近居のため」が、それぞれ上位に挙がっ
ています。
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策定組織4

　（設置）
第１条　�旭市総合戦略の推進に当たり、広く関係者の意見を反映させるため、旭市総合戦略推進

委員会（以下「推進委員会」という。）を設置する。
　（所掌事務）
第２条　推進委員会は、次の各号に掲げる事項を所掌する。
	 （1）総合戦略の策定及び見直しに関する事項
	 （2）総合戦略の効果の検証に関する事項
	 （3）定住自立圏構想に関する事項
	 （4）その他総合戦略の推進に必要と認める事項
　（組織）
第３条　推進委員会は、委員 20人以内をもって組織する。
　　２　委員は、市の情勢に精通している者のうちから市長が委嘱する。
　　３　�委員の任期は、2年とし、再任を妨げない。ただし、委員が欠けた場合における補充委

員の任期は、前任者の残任期間とする。
　（委員長及び副委員長）
第４条　推進委員会に、委員長及び副委員長を置き、委員の互選によりこれを定める。
　　２　委員長は、推進委員会を代表し、会務を総理する。
　　３　�副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたときは、そ

の職務を代理する。
　（会議）
第５条　�推進委員会の会議（以下「会議」という。）は、委員長が招集し、委員長がその議長となる。

ただし、委員委嘱後の最初の会議は、市長が招集する。
　（庶務）
第６条　推進委員会の庶務は、企画政策課が行う。
　（その他）
第７条　�この要綱に定めるもののほか、推進委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が推進委

員会に諮って定める。

	 附　則
	 （施行期日）
	 １　この要綱は、公示の日から施行する。
	 　　（旭市総合戦略懇談会設置要綱の廃止）
	 ２　旭市総合戦略懇談会設置要綱（平成 27年旭市告示第 106 号）は、廃止する。
	 　　（旭市総合戦略評価委員会設置要綱の廃止）
	 ３　旭市総合戦略評価委員会設置要綱（平成 28年旭市告示第 169 号）は、廃止する。

（１）旭市総合戦略推進委員会
◎ 旭市総合戦略推進委員会設置要綱



226 資料編

◎ 旭市総合戦略推進委員会名簿

No 役 職 氏 名 備 考

1 委員長 鎌　田　元　弘 教育機関代表
（千葉工業大学副学長）

2 副委員長 田　邉　波津枝 産業界代表
（（福）旭福祉会やすらぎ園常務理事・施設長）

3 飯　田　正　信 行政機関代表
（海匝地域振興事務所所長）

4 石　毛　直　夫 産業界代表
（旭市商工会青年部部長）

5 石　毛　みさと 市民代表

6 石　見　千賀子 市民代表

7 伊　藤　慎　吾 産業界代表
（ＪＡちばみどり青年部委員長）

8 伊　原　敬　道 産業界代表
（（地独）総合病院国保旭中央病院職員）

9 小　川　光　雄 労働関係代表
（銚子公共職業安定所（ハローワーク）所長）

10 城之内　和　義 メディア代表
（産経新聞社）

11 板　谷　敬　二 金融機関代表
（千葉銀行旭支店支店長）

12 平　野　晃　久 産業界代表
（旭市花卉生産者協議会会長）

13 古　橋　志　雄 産業界代表
（旭市飼料米生産者協議会会長）

14 柳　　　明　美 市民代表
（旭市保健推進員会長）

15 　野　　　守 市民代表
（旭市ＰＴＡ連絡協議会会長）
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　（設置）
第 1条　�市の行政改革の推進に当たり、幅広い見地から意見を求めるため、旭市行政改革推進委

員会（以下「委員会」という。）を置く。
　（所掌事務）
第 2条　委員会の所掌事務は、次の各号に掲げるとおりとする。
　　　（1）行政改革アクションプランの策定に関し必要な事項を調査及び検討すること。
　　　（2）行政改革アクションプランの推進について必要な提言等を行うこと。
　（組織）
第 3条　委員会は、委員 15人以内で組織する。
　　2　�委員は、市政について優れた見識を有する者その他市長が認める者のうちから市長が委嘱

する。
　　3　委員の任期は、2年とする。ただし、再任を妨げない。
　　4　委員が欠けた場合における補充委員の任期は、前任者の残任期間とする。
　（委員長及び副委員長）
第 4条　委員会に、委員長及び副委員長を置き、委員の互選によりこれを定める。
　　2　委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。
　　3　�副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたときは、その

職務を代理する。
　（会議）
第 5条　委員会は、必要に応じて委員長が招集し、会議の議長となる。
　　2　会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。
　（庶務）
第 6条　委員会の庶務は、行政改革推進課において所掌する。
　（その他）
第 7条　この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が別に定める。

	 附　則
　　　　　この要綱は、平成 17年 9月 1日から施行する。
	 附　則（平成 18年 3月 31日告示第 67号）
　　　　　この告示は、平成 18年 4月 1日から施行する。
	 附　則（平成 22年 3月 30日告示第 70号）
　　　　　この告示は、平成 22年 4月 1日から施行する。
	 附　則（平成 30年 1月 19日告示第 8号）
　　　　　�この告示は、公示の日から施行する。ただし、第 3条第 3項の改正規定は、平成 30

年 4月 22日から施行する。

（２）旭市行政改革推進委員会
◎ 旭市行政改革推進委員会設置要綱



228 資料編

◎ 旭市行政改革推進委員会名簿

No 役 職 氏 名 備 考

1 委員長 髙　根　雅　人 市政について優れた見識を有する者

2 副委員長 齋　藤　広　一 市民代表

3 大　塚　成　男 市政について優れた見識を有する者

4 岩　井　義　正 市民代表

5 加　瀬　　　浩 市民代表

6 金　杉　光　信 市民代表

7 小　関　友紀子 市民代表

8 多　田　典　子 市民代表

9 土　屋　良　輔 市民代表

10 平　野　　　優 市民代表

11 伊　藤　康　晴 公募

12 加　藤　信　行 公募
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　（設置）
第 1条　�旭市国土強靱化地域計画を策定するにあたり、旭市国土強靱化地域計画検討委員会（以

下「委員会」という。）を設置する。
　（所掌事務）
第 2条　委員会は、旭市国土強靱化地域計画に関する事項について検討、提言等を行う。
　（組織）
第 3条　委員会は、16人以内の委員をもって組織する。
　　2　委員は、次の各号に掲げる者のうちから市長が委嘱する。
　　　（1）学識経験を有する者　2人
　　　（2）各種団体を代表する者　7人
　　　（3）市民　4人（うち、7人は公募による。）
　　　（4）関係行政機関の職員　3人
　（任期）
第 4条　委員の任期は、委嘱の日から 2年とする。
　（委員長及び副委員長）
第 5条　委員会に委員長及び副委員長を置く。
　　2　委員長及び副委員長は、委員の互選によりこれを定める。
　　3　委員長は、会務を総括し、委員会を代表する。
　　4　�副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたときは、その

職務を代理する。
　（会議）
第 6条　委員会の会議（以下「会議」という。）は、委員長が招集し、委員長がその議長となる。
　　2　会議は、委員の総数の半数以上の者が出席しなければ開くことができない。
　　3　�会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。
　（庶務）
第 7条　委員会の庶務は、企画政策課において処理する。
　（その他）
第 8条　�この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が委員会に諮っ

て定める。

	 附　則
　　　　　この要綱は、公示の日から施行する。

（３）旭市国土強靱化地域計画検討委員会
◎ �旭市国土強靱化地域計画検討委員会設置要綱
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◎ 旭市国土強靱化地域計画検討委員会委員名簿

No 役 職 氏 名 備 考

1 委員長 加　瀬　正　彦 旭市副市長

2 副委員長 船　倉　武　夫 千葉科学大学教授

3 滑　川　健　雄 旭市区長会会長

4 　野　　　守 旭市ＰＴＡ連絡協議会会長

5 椎　名　正　良 旭市都市計画審議会会長

6 江波戸　義　隆 ちばみどり農業協同組合
営農センター旭センター長

7 伊　原　敬　道 地方独立行政法人総合病院国保旭中央病院
経営企画室長

8 松　浦　　　直 内閣官房国土強靱化推進室企画官

9 飯　田　正　信 千葉県海匝地域振興事務所所長

10 橋　本　大　義 千葉県海匝土木事務所所長
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用語解説５

　 用　語 解　説

あ行 AED…
（Automated External Defibrillator）

自動体外式除細動器のことで、突然心停止状態に陥った時、
機器が自動的に判断し、必要に応じて心臓に電気ショックを
与えて、正常な状態に戻す医療機器のこと。

か行

関係人口 移住した「定住人口」でもなく、観光などの「交流人口」で
もない、地域や地域の人々との関わりの強い人々のこと。

行政評価 行政の活動を統一的な視点や手段によって客観的に評価し、
その評価結果を行政に反映させる仕組みのこと。

共同指令センター
各消防本部が共同で設置した機関であり、119番通報を受信
し、管轄消防本部の消防隊・救急隊等へ出動指令や現場活動
の支援などを行うセンターのこと。

グループホーム
高齢者や障害者が、日常生活上必要となる相談、援助、食
事、入浴及び排せつなどの支援を受けながら、生活を営む共
同住居及びその形態のこと。

経常収支比率
人件費、公債費等の経常的な経費に市税、地方交付税等を中
心とする経常的な一般財源収入が充当されている割合。財政
の弾力性を表し、低いほど弾力性があることを示す。

健康寿命
2000年に世界保健機関（WHO）が提唱した指標であり、
健康上の問題で日常生活が制限されることなく生活できる期
間。

合計特殊出生率
一人の女性が一生に生む子どもの平均数を示すもので、女性
が出産可能な年齢を15歳から49歳と定義し、それぞれの年
齢別出生率を合計した指標。

国民希望出生率 若い世代の結婚・子育ての希望が実現した場合の出生率。

子育てコーディネーター 就学前の教育・保育に関する様々な情報を一元的に管理し
て、保育ニーズにあった保育サービスを案内する人のこと。

コミュニティバス
障害者や高齢者などの交通弱者のため、主に自治体が主体と
なって、比較的小型で小回りの利くバスを使って運行するバ
ス。

さ行

再生可能エネルギー
太陽光や水力、風力、バイオマス、地熱などを活用した温室
効果ガスを排出しない自然界に常に存在するエネルギーのこ
と。

財政調整基金 地方公共団体における年度間の財源の不均衡を調整し、後年
度の財政負担に備えるために積み立てる基金。

財政力指数
地方公共団体の財政力の強弱を示す指標として用いられる指
標で、普通交付税の算定に用いる基準財政収入額を基準財政
需要額で除して得た数値。

3R
循環型社会をつくるための３つのRのこと。Reduce（ごみ
を減らす）、Reuse（繰り返し使う）、Recycle（再び資源
に使う）のこと。
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　 用　語 解　説

さ行

資産マネジメント

公共施設の更新問題、ニーズの変化などの社会環境、地域特
性を踏まえた適切な公共サービスの提供と安定した財政運営
を両立するため、公共施設の経年劣化や利用・運営状況を把
握・分析し、有効活用に向けて総合的・経営的に見直すこと
で、必要性の高い公共施設を将来にわたり継続していくため
の手法。

実質公債費比率

地方公共団体の借入金（地方債）の返済額（公債費）の大き
さを、その地方公共団体の財政規模に対する割合で表したも
の。18％以上の団体は、地方債の発行に際し許可が必要と
なり、25％以上になると単独事業のために地方債を発行す
ることができなくなる。

自主防災組織 地域住民による任意の防災組織のこと。

自治体クラウド
住民基本台帳、税務、福祉などの自治体の情報システムやデ
ータを、外部のデータセンターにおいて管理・運用し、複数
の自治体で共同利用する取組。

指定管理者制度
地方自治体が所管する公の施設について、管理運営を民間事
業者（民間企業、社会福祉法人、NPO等を含む団体）に委
託することができる制度のこと。

シティセールス
「まちを売り込む」ことであり、都市としての魅力を地域内
外へ効果的にアピールすることで、人・モノ・お金・情報を
呼び込み、都市を活性化し持続的に発展させようとする方策
のこと。

重要業績評価指標（KPI） 組織の目標の達成度合いを計る定量的な指標のこと。

浚せつ 港湾・河川・運河などの底面を浚（さら）って土砂などを取
り去る土木工事のこと。

消費生活サポーター
消費生活に関する情報を身近な人や地域、団体に伝えたり、
地域における啓発活動の担い手として活動するボランティア
のこと。

自力執行権 債務不履行があった場合、債権者自らが、強制手段によって
履行があったのと同一の結果を実現させる権限。

スクールカウンセラー 教育機関において、心理相談業務に従事する心理職専門家の
職業名及び当該の任に就く者のこと。

ストックマネジメント 施設の状況を客観的に把握、評価し、長期的な施設の状態を
予測しながら、計画的かつ効率的に管理すること。

生活支援コーディネーター
高齢者の生活支援・介護予防の体制整備を推進していくこと
を目的とし、地域において、生活支援・介護予防サービスの
提供体制の構築に向けたコーディネート機能を果たす者のこ
と。

生活困窮者 現に経済的に困窮し、最低限度の生活を維持することができ
なくなるおそれのある者のこと。

生活習慣病
不適切な食事、運動不足、喫煙、飲酒などの生活習慣が、そ
の病気の発症や進行に関与する病気。（糖尿病、肥満、高脂
血症、循環器病、アルコール性肝疾患など）
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　 用　語 解　説

さ行

ソーシャルネットワーキングサービス
（Social Networking Service）

フェイスブック、ツイッター、LINEなど、人と人とのつな
がりを促進・サポートするネットワークサービスのこと。

ゾーニング 都市計画や建築プランなどで、空間を用途別に分けて配置す
ること。

た行

耐震性貯水槽 耐震性能を保持する構造･素材で構成された防火水槽設備の
こと。

男女共同参画（社会）

男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社
会のあらゆる分野における活動に参画する機会が確保され、
もって男女が均等に政治的、経済的、社会的及び文化的利益
を享受することができ、かつ、共に責任を担うべき社会のこ
と。

地域ケア会議
高齢者個人に対する支援の充実と、それを支える社会基盤の
整備を同時に進めていく、地域包括ケアシステムの実現に向
けた手法であり、地域住民や専門職等が個別課題について共
に考え解決していく場のこと。

地域包括ケアシステム
高齢者の尊厳の保持及び自立生活への支援を行い、可能な限
り住み慣れた地域で生活を継続することができるよう、包括
的な支援とサービスを提供する体制のこと。

地産地消
国内の地域で生産された農林水産物（食用に供されるものに
限る。）を、その生産された地域内において消費する取組の
こと。

地方交付税
地方公共団体間の財政不均衡を是正し、必要な財源を保障す
るため、国から地方公共団体に対して交付される資金のこ
と。（財政不足額から算定される普通交付税と、災害時など
に交付される特別交付税がある）

DMAT（ディーマット）
（Disaster Medical Assistance 
Team）

医師、看護師、業務調整員（医師・看護師以外の医療職及び
事務職員）で構成され、大規模災害や多傷病者が発生した事
故などの現場に、急性期（おおむね48時間以内）から活動で
きる機動性を持った、専門的な訓練を受けた医療チームのこ
と。

デマンド交通
利用者からの事前予約により、自宅などから運行区域内の希
望する目的地まで運行する乗り合い型の交通サービス（乗合
タクシー）のこと。

都市計画区域
自然的・社会的条件、人口、産業、土地利用、交通量等の現
況とその推移を考慮して、一体の都市として、総合的に整
備、開発及び保全する必要のある区域として指定された区域
のこと。

都市計画マスタープラン
「市町村の都市計画に関する基本的な方針」として市が主体
的に策定するもので、今後、市で行う様々な都市計画の指針
となるもの。

特化係数
ある地域のある産業が、どれだけ特化しているかを示す係
数。1を超えていれば、他地域と比べて特化しているといえ
る。

DV（ドメスティック・バイオレンス） 配偶者間・パートナー間の暴力をいい、身体的暴力に限ら
ず、精神的、経済的、性的等あらゆる形の暴力のこと。
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　 用　語 解　説

な行

認知症サポーター
認知症に関する正しい知識と理解をもち、地域や職域で認知
症の人や家族に対してできる範囲での手助けをする人のこ
と。

認知症初期集中支援チーム
医療と介護の専門職が、認知症の人やその疑いのある人及び
その家族に対して、訪問し、初期の支援を集中的に行うチー
ムのこと。

は行

ヘルスケア産業 医療及び介護または健康に関連するものやサービスを提供す
る製造業やサービス業のこと。

ベンチャー
ベンチャー企業、ベンチャービジネスの略で、大企業が進出
していない領域で、高度な専門性と創意工夫を凝らして新し
い事業を起こす中小企業のこと。

放課後児童クラブ
保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校の子どもた
ち（放課後児童）に対し、授業の終了後に児童館等を利用し
て適切な遊び及び生活の場を提供して、健全な育成を図るこ
とを目的とする事業のこと。

ま行

マイナンバー

国民一人ひとりが持つ12桁の番号のこと。マイナンバーの
利用により、税、年金、雇用保険などの行政手続きに必要だ
った添付書類が簡素化され、これらの手続きでの利便性が高
まることや、行政事務の効率化、公平な各種給付の確保が図
られる。

メタボリックシンドローム
内臓肥満に高血圧・高血糖・脂質代謝異常が組み合わさり、
心臓病や脳卒中、糖尿病等の動脈硬化性疾患を招きやすい病
態のこと。

や行
要保護児童 児童福祉法に基づいた、保護者のいない児童、あるいは保護

者に監護させることが不適当であると認められる児童。

予防保全型 定期的な点検で早期に損傷を発見し、事故や大規模補修など
に至る前の軽微な段階で補修し長く使う管理方法。

ら行

ライフライン
電気・ガス・上下水道などの公共公益設備や、電話やインタ
ーネットなどの通信設備、道路や鉄道などの物流機関など、
都市機能を維持し市民生活の根幹をなす各種設備。

6次産業

農林水産業や農山漁村の再生・活性化を図っていくために、
農林漁業者が、農林水産物の生産（1次産業）だけでなく、
食品加工（2次産業）、流通・販売（3次産業）にも主体的
に取り組むことによって、新たな付加価値を生み出し、儲か
る農林水産業を実現し、農山漁村の雇用確保と所得向上を目
指す取組のこと。

ロードサイドショップ 駐車場を持ち、比較的品揃えが豊富な幹線道路沿いの小売
店。郊外型専門店のこと。
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